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[問題の背景と経緯] 

里海は親しみやすく、懐かしささえ覚える言葉ですが、実際には比較的新しい言葉で、

まだ発展途上の考え方ともいえます。しかし、この里海は次第に市民権を持つようになり、

近年では国の制度や事業等にも取り上げられるようになりました。国際的にも Satoumi とし

て注目を浴びています。何故なのでしょう？ Satoumi が、「日本発、瀬戸内海育ち」とか「瀬

戸内海生まれ、日本発」と称されるように、里海の考え方は瀬戸内海とは切っても切れな

い形で進化してきました。その主な理由は、今回のフォーラムのテーマでもある「きれい

な海は豊かな海か？」という問いと深い関係にあります。 

 瀬戸内海は戦後の高度成長期の極端な水質汚染により、一時は「瀕死の海」と称される

までに水質が悪化しました。しかし、他の海域に先駆けて、1973 年には瀬戸内海環境保全

臨時措置法が制定されるなど、対応も早く、いわば「きれいな海」をめざすトップランナ

ーとして 40 年近くを走り続けてきたのです。しかし、近年、瀬戸内海では、水質は改善さ

れたものの、失われた生物生息環境や低下した水産資源水準が回復せず、あるいは著しく

低下した生物多様性はそのままといった状態が続いています。つまり、「きれいな海」は必

ずしも「豊かな海」をもたらさないという現実を突き付けられて、「豊かな海」をめざす里

海が評価され始めたともいえます。 

水産業は漁業生産をあげる産業ですから、「きれいな海」だけでは成り立ちません。「豊

かな海」をめざす里海は、瀬戸内海が従来の水質管理中心主義から生態系管理へと大きく

方向転換する上で、軸となりうる考え方の一つです。また、実践活動としての「里海づく

り」は地域主導の持続的な水産業の実現に大いに役立つもので、地産地消の推進や一般の

人や子供たちの“海離れ”の解消にも役立てることができます。 

[日本の沿岸と瀬戸内海の現状] 

2010 年 10 月に名古屋で開催された生物多様性条約 COP10 を機会にして、日本の生物多

様性の現状全般に関わる評価が取りまとめられました。その主要な結論として、「特に、陸

水生態系、沿岸・海洋生態系、島嶼生態系における生物多様性の損失が大きく、現在も損

失が続く傾向にある」ことが指摘されています。しかも、生態系ごとの損失の状態として、

沿岸・海洋生態系は「過去 50 年ほどの間に大きく損なわれており、長期的に悪化する傾向

で推移」と総括されました。その代表格が瀬戸内海なのです。 

[沿岸域管理に関係する制度の変化] 

沿岸海域の中でも海水が交換しにくく汚染しやすい閉鎖性海域では、一般海域とは異な

って、有機物や栄養塩類の排水基準が設けられ、特に東京湾、伊勢湾、瀬戸内海では化学

的酸素要求量（COD）、全窒素（TN）、全リン（TP）の総量負荷削減施策が続けられてきま
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した。このような水質管理の仕組みが海域の環境改善に大きな役割を果たしたのは事実で

す。しかし、最近では、水質は改善されたものの、水産資源状況や生態系が回復していな

いという報告が多くなされています。瀬戸内海では藻場や干潟が大幅に消滅し、ノリの色

落ちが多発しています。このような状況の中で、制度の大きな転換が始まりました。 

例えば、近年の水産基本法（2001）、自然再生推進法（2002）、海洋基本法（2007）、21 世

紀環境立国戦略（2007）、農林水産省生物多様性戦略（2007）、生物多様性基本法（2008）、

生物多様性国家戦略 2010 の制定や策定などです。このような新しい法律や国家戦略を反映

して、産・官・学・民を通じてさまざまな新しい取り組みが始まっています。環境省は地

域の優れた里海づくりを支援する「里海創生支援事業」（平成 20－22 年度）を進め、平成

22 年度からはモデル海域で「海域の物質循環健全化計画策定事業」を開始しました。水産

庁は平成 21 年度から「環境・生態系保全活動支援事業」を漁業者や地域住民の藻場、干潟

やサンゴ礁の保全活動を支援する目的で進めています。さらに、平成 22 年度には新たな方

向性を示す生態系に配慮した「水産環境整備推進に向けて」を取りまとめ、ごく最近、播

磨灘地区の水産環境整備マスタープランが第 1 号として承認されました。  

[瀬戸内海環境管理施策の現況] 

 東京湾、伊勢湾、瀬戸内海で長年続けられてきた総量負荷削減は、現在、第 7 次削減を

迎えていますが、重要な経緯として、第 6 次削減の「在り方」検討の際に、3 海域で全て削

減という従来の方針が大きく転換して、栄養塩管理が新たなステージに入りました。第 6

次からは大阪湾を除く瀬戸内海ではさらなる負荷削減をしなくてよいことになったからで

す。これは、ある意味で、「流入負荷削減神話の終焉」ともいえる大きな出来事でした。 

第 7 次でもこの方針は踏襲されましたが、負荷削減により水質的環境基準が達成された

後の適切な栄養塩管理など具体的施策については、まだ、明瞭な道筋が示されていません。

これに関して、平成 22 年度には環境省の「今後の瀬戸内海の水環境の在り方懇談会」（通

称「在り方懇」）が論点整理を行いました。また、これに先行して瀬戸内海環境保全知事・

市長会議は、すでに 2005 年に里海の考え方に基づいた「瀬戸内海の環境保全と再生に関す

る特別要望」を決議し、「生物多様性の確保と水産資源の回復（豊かな里海）」と「美しい

自然とふれあう機会の提供（美しい里海）」の実現を目指した運動を進めています。 

[最近の動きと将来展望] 

 COP10 後の動きとしては、COP10 の議決に沿った生物多様性国家戦略の見直しが進めら

れ、環境省も「海洋生物多様性保全戦略」を策定しました。瀬戸内海についていえば「水

質管理中心主義から生態系管理へ」の方向転換の具体策、すなわち、生態系と物質循環、

あるいは生物生産と生物多様性に配慮してより豊かな海を取り戻すための新たな目標の設

定と指標並びに評価システムが求められています。しかし、現状では、この転換が進展し

ているとは言い難く、具体的な施策は依然として未整備です。このような新たな転換をよ

りよい形で実現するためには、水産サイドからも、“水産サイドから見て瀬戸内海をどのよ

うな海にしたいのか？”、具体的な指標や評価手法の開発を含めて、できる限り実際的で検

証可能な形の提案を続けてゆくことが大切です。 
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